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市川市条例第  号 

市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施設

等の整備に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施設等の整備に

関する基準等を定める条例（平成１３年条例第３５号）の一部を次のように改

正する。 

 題名を次のように改める。 

   市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例 

 目次中「宅地開発事業」を「条例適用事業」に、「第１４条」を「第１６条」

に、「第１５条―第１７条」を「第１７条―第１９条」に、「第１８条―第２７

条」を「第２０条―第３０条」に、「第２８条―第３２条」を「第３１条―第   

３５条」に改める。 

第１条中「事前協議」の次に「及び当該計画について事業者が行うべき周知」

を加える。 

第２条第１項第７号中「及び福祉関連施設」を「、福祉関連施設及び防災備

蓄施設」に改め、同項第８号中「建築物」の次に「（長屋を除く。）」を加え、同



項第９号中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、「建築物」の次に「及び長屋」

を加え、同項第１０号を同項第１１号とし、同項第９号の次に次の１号を加え

る。 

(10) 特定中高層建築物 次のいずれかに該当する建築物をいう。 

ア 高さが１０メートルを超える建築物 

イ 地階を除く階数が３以上の建築物（地階を除く階数が３である一戸建

ての住宅を除く。） 

第２条第１項に次の１号を加える。 

(12) 近隣住民等 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 事業区域に接する土地（公共施設の用に供されている土地を含まない

ものとし、当該事業区域に接する土地が道路であるときは、当該道路（当

該事業区域に接する部分に限る。）をはさんで接する土地を含むものと

する。）又は当該事業区域に接する土地に存する建築物の所有者及びこ

れらの占有者 

イ 特定中高層建築物により冬至日の真太陽時による午前８時から午後

４時までの間に日影を生ずる範囲内に存し、かつ、当該特定中高層建築

物の敷地の境界線からその高さの１.５倍の水平距離の範囲内に存する

土地又は建築物の所有者及びこれらの占有者 

ウ 特定中高層建築物の敷地の境界線から１０メ－トルの水平距離の範

囲内に存する土地又は建築物の所有者及びこれらの占有者 

エ 第２８条第１項の調査において特定中高層建築物によるテレビジョ

ン放送の電波の受信障害（同条において「電波障害」という。）により

その視聴に著しい支障があると認められる者 

オ アからエまでに掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めるも

の 

第５条第１項中「（以下「条例適用事業」という。）は、次に掲げるもの」を

「は、次の各号のいずれかに該当するもの（以下「条例適用事業」という。）」

に改め、同項に次の２号を加える。 



(4) 特定中高層建築物の建築行為 

(5) 住戸数が６戸以上の集合住宅の建築行為 

第５条第３項第１号中「長屋」を「特定中高層建築物」に改め、同項に次の

１号を加える。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、軽易な行為であって規則で定める宅地開発

事業 

 「第２章 宅地開発事業の事前協議等」を「第２章 条例適用事業の事前協

議等」に改める。 

第６条を次のように改める。 

（条例適用事業の計画相談等） 

第６条 条例適用事業を施行しようとする者は、あらかじめ、宅地開発事業の

計画内容について書面により市長に相談しなければならない。 

２ 宅地開発事業を計画する者は、あらかじめ、当該宅地開発事業が条例適用

事業に該当するか否かについて市長に相談することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による相談の場合にあっては当該条例適用事業の施

行に際し必要となる手続について、前項の規定による相談の場合にあっては

当該宅地開発事業の計画が条例適用事業に該当するか否かについて、速やか

に、回答するものとする。 

第３２条を第３５条とし、第３１条を第３４条とし、第３０条を第３３条と

する。 

第２９条中「第９条（第１２条第３項」を「第１１条（第１４条第３項」に

改め、同条を第３２条とし、第２８条を第３１条とする。 

第２７条第２項中「第７条第２項」を「第９条第２項」に改め、同条を第   

３０条とする。 

第２６条の見出しを「（市の施策への協力）」に改め、同条中第１２号を第  

１４号とし、第１１号を第１２号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(13) 防犯カメラの設置その他の防犯まちづくりに関する事項 

 第２６条中第１０号を第１１号とし、第９号を第１０号とし、第７号及び第



８号を削り、第６号を第８号とし、同号の次に次の１号を加える。 

 (9) 事業系一般廃棄物の処理に関する事項 

第２６条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号の次に次の２

号を加え、同条を第２９条とする。 

 (4) 都市計画マスタープランに関する事項 

 (5) みどりの基本計画に関する事項 

第２５条第１項中「条例適用事業」を「第５条第１項第１号から第３号まで

に該当する条例適用事業」に改め、同条を第２７条とし、同条の次に次の１条

を加える。 

（特定中高層建築物による電波障害の対策等） 

第２８条 特定中高層建築物の建築行為を行う事業者は、当該特定中高層建築

物による電波障害について、あらかじめ、調査を行い、その結果を市長に報

告しなければならない。 

２ 特定中高層建築物の建築行為を行う事業者は、当該特定中高層建築物によ

り電波障害が生じるときは、当該電波障害を解消するための措置を講ずるも

のとする。 

３ 特定中高層建築物の建築行為を行う事業者は、前項の措置を講じたときは、

速やかに、その旨を市長に報告しなければならない。 

 第２４条中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同条ただし書中「（長屋を除

く。）」を削り、同条第１号中「第１８条」を「第２０条」に改め、同条を第    

２６条とする。 

 第２３条を第２５条とし、第２０条から第２２条までを２条ずつ繰り下げる。 

 第１９条第１項中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同条を第２１条とし、

第１８条を第２０条とする。 

第１７条第２項中「第１０条」を「第１２条」に、「第１１条」を「第１３条」

に改め、同条を第１９条とし、第１６条を第１８条とし、第１５条を第１７条

とする。 

第１４条第１項中「第１０条（第１２条第３項」を「第１２条（第１４条第



３項」に改め、同条を第１６条とする。 

 第１３条を削る。 

第１２条第１項中「第９条」を「第１１条」に改め、同条第３項中「第７条

第２項から第５項まで及び第８条」を「第９条第２項から第５項まで及び第  

１１条」に改め、同条を第１４条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（条例適用事業の廃止等の届出等） 

第１５条 事業者は、事前協議を開始した後、当該条例適用事業を廃止し、又

は中止したときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出るとともに、当該事業

区域に安全上必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定により中止の届出をした条例適用事業を再開したと

きは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

 第１１条を第１３条とし、第１０条を第１２条とし、第９条を第１１条とす

る。 

第８条第１項中「（事業区域に接する土地及び当該事業区域に接する土地に存

する建築物の所有者並びにこれらの占有者をいう。）及び市長が特に必要がある

と認めるもの」を削り、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 前項の規定による説明は、事前公開板を設置した日から前条第２項の協議

の申出を行おうとする日までに行わなければならない。 

３ 事業者は、第１項の規定による説明を行うに当たり、近隣住民等から説明

会を開催するよう要望があったときは、説明会により説明しなければならな

い。 

第８条第４項中「第１項」の次に「又は前項」を加え、同条に次の２項を加

え、同条を第１０条とする。 

５ 事業者は、当該条例適用事業の計画内容、工事の施工方法等に変更が生じ

たときは、当該変更後の条例適用事業の計画内容、工事の施工方法等につい

て改めて近隣住民等に対して説明しなければならない。ただし、市長が特に

説明を行う必要がないと認める変更であるときは、この限りでない。 

６ 第３項及び第４項の規定は、前項の規定による説明について準用する。 



 第７条第２項中「第２６条各号」を「第２９条各号」に改め、同条第３項第

１号中「掲げる」を「該当する」に改め、同項第２号中「に掲げる」を「、第

４号及び第５号に該当する」に改め、同項第３号及び同条第４項中「掲げる」

を「該当する」に改め、同条を第９条とする。 

 第６条の次に次の２条を加える。 

（大規模宅地開発事業等施行者の配慮等） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する条例適用事業を計画し、又は施行する

事業者（以下この条において「大規模宅地開発事業等施行者」という。）は、

当該条例適用事業が第２９条各号に掲げる事項に関する市の施策（以下この

条において「市の施策」という。）及び周辺環境に及ぼす影響に配慮するよう

に努めなければならない。 

(1) 高さが２０メートルを超える建築物の宅地開発事業（工業専用地域にお

いて施行されるものを除く。） 

(2) 事業区域の面積が３,０００平方メートル以上の宅地開発事業（工業専

用地域において施行されるものを除く。） 

(3) 予定建築物等（住宅等を除く。）の延べ面積の合計が３,０００平方メー

トル以上の宅地開発事業（工業専用地域において施行されるものを除く。） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に市の施策又は周辺環境に影響を

及ぼすおそれがあると認める宅地開発事業 

２ 市長は、大規模宅地開発事業等施行者に対し、前項の規定による配慮の内

容について説明を求めることができる。 

３ 市長は、大規模宅地開発事業等施行者に対し、前項の規定による説明の内

容並びに当該条例適用事業が市の施策及び周辺環境に及ぼす影響を総合的に

勘案して意見を述べることができる。 

 （事前公開板の設置等） 

第８条 事業者は、条例適用事業を施行しようとするときは、近隣住民等に当

該条例適用事業の計画の周知を図るため、当該計画の概要を表示した事前公

開板（以下「事前公開板」という。）を当該事業区域に接する道路に面する箇



所その他近隣住民等が見やすい場所に設置しなければならない。 

２ 事前公開板の設置は、第６条第１項の規定による相談に対する回答を受け

た日から次条第２項の協議の申出を行おうとする日までの間にしなければな

らない。この場合において、当該事前公開板が特定中高層建築物の建築行為

に係るものであるときは、当該期間内であり、かつ、同条第１項の事前協議

の申出を行おうとする日の６０日前までにしなければならない。 

３ 事前公開板は、第１８条の規定による届出を行う日まで設置していなけれ

ばならない。 

４ 事業者は、事前公開板を設置したときは、速やかに、その旨を市長に報告

しなければならない。 

 別表第１中「（第１８条関係）」を「（第２０条関係）」に改める。 

 別表第２中「（第１９条関係）」を「（第２１条関係）」に改め、同表第１項第

２号の表中「共同住宅」を「集合住宅」に改める。 

 別表第３中「（第２０条関係）」を「（第２２条関係）」に改める。 

 別表第４中「（第２１条関係）」を「（第２３条関係）」に改め、同表第１項第

１号を次のように改める。 

(1) 緑化施設 

ア  集合住宅の建築を目的とする条例適用事業（事業区域の面積が  

３００平方メートル以上のものに限る。）を施行する事業者は、事業

区域内に生垣、植栽帯等の緑化施設を整備すること。 

イ 住宅等の建築を目的とする条例適用事業を施行する事業者は、事

業区域内において予定される建築物の敷地に生垣、植栽等の緑化施

設を整備するように努めること。 

 別表第４第１項第２号中「緑化施設の面積は」を「前号アの緑化施設の面積

は」に、「第１９条第１項」を「第２１条第１項」に改め、同号の表を次のよう

に改める。 

用途地域の区分 事業区域の面積 緑化施設の面積 



近隣商業地域又は

商業地域 

５００平方メートル以上 １０パーセント 

３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上

１,５００平方メートル未満

１０パーセント 

１,５００平方メートル以上

３,０００平方メートル未満

１５パーセント 

近隣商業地域及び

商業地域以外の用

途地域 

３,０００平方メートル以上 ２０パーセント 

 別表第４第２項第１号ア中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同表第３項 

第１号アを次のように改める。 

    ア 集合住宅（イの集合住宅を除く。）の建築を目的とする条例適用事

業を施行する事業者は、予定建築物等の住戸数に事業区域の面積及び

事業区域に係る用途地域の区分に応じて次に定める割合を乗じて得

た数（その数に１未満の端数があるときは、これを１に切り上げるも

のとする。）の台数以上の自動車駐車場を整備すること。ただし、住

戸数が１１戸未満であり、かつ、事業区域の面積が５００平方メート

ル未満であるときは、この限りでない。 

事業区域に係る用途地域 

事業区域の面積 近隣商業地域又は商業

地域 

近隣商業地域及び商業

地域以外の用途地域 

３００平方メー

トル未満 

２０パーセント（専有

部分の床面積が３５平

方メートル未満の住戸

に係る部分は１０パー

セント） 

２０パーセント（専有

部分の床面積が３５平

方メートル未満の住戸

に係る部分は１０パー

セント） 

３００平方メー

トル以上５００

平方メートル未 

２５パーセント（専有

部分の床面積が３５平

方メートル未満の住戸

３５パーセント（専有

部分の床面積が３５平

方メートル未満の住戸



満 に係る部分は１５パー

セント） 

に係る部分は２０パー

セント） 

５００平方メー

トル以上 

３０パーセント ５０パーセント（専有

部分の床面積が３５平

方メートル未満の住戸

に係る部分は３０パー

セント） 

別表第４第３項第１号イ中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同表第４項

第１号ア中「共同住宅又は長屋」を「集合住宅」に改め、同表第７項第１号中

「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同表に次の１項を加える。 

８ 防災備蓄施設の整備基準 

  (1) 防災備蓄施設 

集合住宅の建築を目的とする条例適用事業（別表第２に規定する計画

人口の合計数が２００以上であるものに限る。）を施行する事業者は、

地震等の災害に対応するための食料、水等を備蓄する施設を事業区域内

に整備すること。 

  (2) 配置、構造及び面積 

     災害時に容易に利用することができる配置及び構造とし、施設の有効

面積は、０.０２平方メートルに当該集合住宅の計画人口の合計数を乗

じて得た面積以上とすること。 

(3) その他 

     防災備蓄施設の整備に関する技術的細目については、市長が別に定め

る。 

 別表第５中「（第２２条関係）」を「（第２４条関係）」に改め、同表第２項及

び第３項を次のように改める。 

 ２ 雨水貯留施設の整備基準 

事業区域の面積が３００平方メートル以上の条例適用事業を施行する事

業者は、次に掲げる整備基準により整備すること。ただし、市長が別に定



める地域内において条例適用事業を施行する当該事業者については、当該

地域の実状を考慮して市長が別に定める基準により整備すること。 

  (1) 貯留量 

事業区域の面積が１ヘクタール未満のときは１ヘクタール当たり 

５５０立方メートル以上の、１ヘクタール以上のときは１ヘクタール当

たり１,４５０立方メートル以上の貯留ができるように整備すること。 

  (2) 放流量 

     １ヘクタール当たり毎秒０.０２５立方メートル以内で放流ができる

ように整備すること。 

３ 雨水浸透施設の整備基準 

(1) 浸透桝
ます

及び浸透トレンチ 

条例適用事業を施行する事業者が整備すべき雨水浸透施設は、事業区

域の面積が３００平方メートル未満の条例適用事業を施行する者にあ

っては浸透桝
ます

と、３００平方メートル以上の条例適用事業を施行する者

にあっては浸透桝
ます

及び浸透トレンチとし、次に掲げる整備基準により整

備すること。ただし、事業区域が崩壊するおそれのある急傾斜地、地下

水の水位がおおむね地表面から１３０センチメートル以下である場所

その他市長が雨水浸透施設を設置することが不適当であると認める場

所にあるときは、この限りでない。 

ア 浸透桝
ます

 

予定建築物等の敷地の面積が１５０平方メートル未満のときは２

箇所以上、１５０平方メートル以上のときは１５０平方メートルごと

に２箇所以上整備すること。 

イ 浸透トレンチ 

予定建築物等の敷地の面積が１５０平方メートル未満のときは５

メートル以上、１５０平方メートル以上のときは１５０平方メートル

ごとに５メートル以上整備すること。 

(2) 浸透桝
ます

又は浸透トレンチと同等の性能を有すると市長が認める雨水



浸透施設 

      市長が浸透桝
ます

又は浸透トレンチと同等の性能を有すると認める雨水

浸透施設を整備するときは、当該施設の性能を考慮して市長が別に定め

る基準により整備すること。ただし、事業区域が崩壊するおそれのある

急傾斜地、地下水の水位がおおむね地表面から１３０センチメートル以

下である場所その他市長が雨水浸透施設を設置することが不適当であ

ると認める場所にあるときは、この限りでない。 

 別表第６中「（第２４条関係）」を「（第２６条関係）」に改め、同表第２項中

「共同住宅」を「集合住宅」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２１年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例の規定は、

この条例の施行の日前に改正前の第７条第２項の協議の申出があった改正前

の第５条に規定する条例適用事業については、適用しない。 

（市川市宅地における雨水の地下への浸透及び有効利用の推進に関する条例

の一部改正） 

３ 市川市宅地における雨水の地下への浸透及び有効利用の推進に関する条例

（平成１７年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第２項第３号中「市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手

続及び公共施設等の整備に関する基準等を定める条例」を「市川市宅地開発

事業に係る手続及び基準等に関する条例」に改める。 

 （市川市工業地域等における大型マンション等建築事業の施行に係る事前協

議の手続等の特例に関する条例の一部改正） 

４ 市川市工業地域等における大型マンション等建築事業の施行に係る事前協

議の手続等の特例に関する条例（平成１５年条例第５８号）の一部を次のよ

うに改正する。 



  第１条中「市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施

設等の整備に関する基準等を定める条例」を「市川市宅地開発事業に係る手

続及び基準等に関する条例」に改める。 

第５条第１項中「第７条第２項」を「第９条第２項」に改める。 

  第５条の２第１項中「第８条第１項」を「第２条第１項第１２号」に改め、

「及び市長が特に必要があると認めるもの」を削る。 

  第６条第３項中「第７条第２項」を「第９条第２項」に改める。 



理  由  

 

良好な居住環境及び都市環境を備えたまちづくりを促進するため、この条

例の適用を受けることとなる宅地開発事業の範囲を拡大するとともに、近隣

住民等に対し宅地開発事業に係る計画の概要をより早期に周知することとす

るほか、公益的施設等の整備基準等を見直す必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。  

 

 


